
　

平成２２年１１月

大分市 財務部 財政課

  我が国経済の動向については、内閣府が発表した平成２２年１１月の月例経済報告

によると、「景気は、このところ足踏み状態となっている。また、失業率が高水準に

あるなど厳しい状況にある。」との基調判断を示しており、平成２０年秋のリーマン

ショックによる不況から持ち直してきた景気が停滞し、先行きについては「海外経済

の改善や各種の政策効果などを背景に、景気の持ち直しが期待される一方、海外景気

の下振れ懸念や為替レート・株価の変動などにより、景気がさらに下押しされるリス

クが存在する。」と景気後退の恐れもあり、不透明さが増しています。

　こうしたなか、国の財政状況はかつてない危機的状況となっており、平成２２年度

末には国債等の長期債務残高が６６３兆円と昨年度より４２兆円も増加する見込みで

あり、国債費等の義務的経費が政策的経費を圧迫するなど財政構造の硬直化が一層進

んでおり、極めて厳しいものとなっています。

　また、地方においても、少子・高齢化が進展するなか、社会保障関係費が増加する

とともに、これまで景気対策や恒久的減税の財源に地方債の活用を図り、地方交付税

の振り替わりとして臨時財政対策債を発行したことなどにより、平成２２年度末の地

方債残高が２００兆円にも上り、その償還が将来世代の大きな負担となることが懸念

されています。

　このように国・地方を通じた厳しい財政状況にあって、本市の財政状況は、平成２

１年度決算でみると、基礎的財政収支いわゆるプライマリーバランスについては黒字

を確保し、市債残高も減少傾向にあるものの、財政構造の弾力性を示す経常収支比率

が９３．８％と、依然として９０％を超える高水準にあります。

　今後においても、本市歳入の根幹をなす市税の増収が期待できない一方で、扶助費

などの社会保障関係費が年々増加し、人件費や公債費も依然として高い水準で推移す

るなど極めて厳しい財政状況が見込まれます。

　このようなことから、今後とも市民サービスを維持、向上させていくためには、行

政改革の手を緩めることなく、行政評価に基づく事務事業全般にわたる見直しを一層

進め、財源の捻出を図りながら新たな行政需要に応えていくなど、最少の経費で最大

の効果をあげる簡素で効率的な行財政運営に、職員一丸となって取組んでいく必要が

あります。

　ここに本市の財政状況や現在取組んでいる主な事業をまとめた「大分市の財政（平

成22年度版）」を作成しました。この冊子を通して本市の財政状況についてご理解を

頂き、市政へのより一層のご協力を賜りますようお願いいたします。
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（１）歳入の推移 （単位：億円）

※一般会計においては、平成１５年度は大分市単独の数値であり、平成１６年度は合併後
（平成１７年１月１日）旧野津原町・旧佐賀関町から承継した数値を合算しています。

Ⅰ一般会計の状況（平成２1年度決算）

　行政運営の基本的な経費や政策的経費が計上されている一般会計の状況を把握する
ことで、大分市の財政状況を見ることができます。

１．歳　入

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

663.2 679.6 737.8 756.0 804.7 805.1 776.1 

101.7 84.8 95.5 
68.6 

54.5 62.1 81.8 
222.3 255.7 222.8 

199.3 
203.0 198.4 306.6 

182.0 220.0 160.4 140.0 156.2 138.3 
175.2 

298.5 310.8 304.3 353.2 325.0 305.6 
294.7 

1,467.7 1,550.9 1,520.8 1,517.1 1,543.4 1,509.5 1,634.4 

その他

市債

国庫支出金

地方交付税

市税

（２）市税 （単位：億円）

市税の推移

　平成21年度の市税は、平成20年度に比べ約29億円減少しています。主な内訳では、
市民税が企業収益の低下や個人所得の減により約30億円減少しましたが、固定資産税
が企業の新規設備投資により約2億円の増加となっています。

　平成21年度は、全体で前年度に比べて約125億円増加しています。主な内訳では、国
庫支出金が約108億円増となったほか、市債が約37億円、地方交付税約20億円の増と
なった一方、市税が約29億円、繰越金が約11億円、繰入金が約7億円の減となっていま
す。

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

219.5 230.3 260.1 286.0 328.1 319.6 290.2

335.8 339.4
364.9 357.7 361.6 368.7

370.3

107.9 109.9
112.8 112.3

115.0 116.8 115.6

663.2
679.6

737.8 756.0 804.7 805.1 776.1

その他の市税

固定資産税

市民税
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市民一人当たりの市税収入（人口40万人台の中核市 上位10市）
（単位：千円）

市税の未収入額の推移
（単位：億円）

　市民一人当たりの市税収入は16万5千円で、昨年より7千円減少しました。また、中
核市41市の平均は15万1千円で、大分市は金額の高い方から10番目の位置にあります。

豊田市 金沢市 西宮市 倉敷市 尼崎市 大分市 富山市 福山市 岐阜市 東大阪市

206 176 175 174 169 165 164 162 158 156

市税収納率の推移 （単位：％)

　市税の未収入額は、平成15年度には約42億円であったものが、平成21年度では約34
億円となり、約8億円の減少となっています。
　また、市税収納率については、前年度より0.2ポイント改善しています。
　市税は市の収入の47.5％を占めており、事務事業を執行していく上で必要となる財
源の根幹となっています。また、市税は市民の方から平等に負担してもらうべきもの
で、税負担の公平性という観点からも未収入額の解消にさらに努める必要がありま
す。

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

42.0 40.3 37.3 37.4 36.9 34.8 34.3 

93.4 
93.9 

94.6 

95.0 
95.2 

95.3 
95.5 

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

-2-



（３）地方交付税

（単位：億円）

　地方公共団体は、税収の多い少ない等、その財政力にかかわりなく、一定の水準で
行政サービスを提供する必要があります。地方交付税は、地方税だけでは標準的な行
政サービスを提供するのに必要な財源を確保することができない団体に対して、不足
の度合いに応じて国から交付される財源です。
　平成16年度は2町との合併の影響から前年度より約12億円の増加となり、平成21年度
は、約20億円の増加となっています。

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

90.6 99.3 82.8 57.1 43.8 43.8 70.8 

11.1 
14.8 

12.7 

11.5 
10.7 10.8 

10.9

101.7 

114.1 

95.5 

68.6 
54.5 

62.1 

81.7 

特別交付税

普通交付税

（単位：億円）
臨時財政対策債発行額の推移

38 34 32 49

18年度 19年度 20年度 21年度15年度

76

　地方交付税は、所得税や酒税など国税５税の一定割合を財源としてい
ますが、国税５税の大幅な減少などにより生じた地方交付税の財源不足
は、国の交付税特別会計で借入を行い、地方交付税額を確保してきまし
た。臨時財政対策債は、平成13年度から交付税特別会計における借入金
を廃止していく替わりに、財源不足額の一定割合を地方の負担として発
行できることとされた地方債です。償還に要する費用は後年度以降の地
方交付税で措置されます。

　地方公共団体が標準的な行政サービスを提供するのに必要な財源を保
障するため、客観的、合理的な一定のルールによって算定した需要額
（基準財政需要額）から、税収額（基準財政収入額）を差し引いて得ら
れる財源不足額に対して交付されるものが「普通交付税」で、交付税総
額の94％にあたります。 「特別交付税」は、災害等、各地方公共団体の
特殊事情によって生じた財政需要に対して配分されます。

16年度 17年度

4254

普通交付税と特別交付税

臨時財政対策債

-3-



（４）国庫支出金
（単位：億円）

　　　　　　（生活保護費負担金、保育所運営費負担金など）

　　　　　　（衆議院選挙委託金、国勢調査委託金など）
国庫補助金…国が政策上の見地から特定の事務事業に対し奨励的・財政援助的に交付
　　　　　　　　　するもの

　国庫支出金とは、国が市の行う特定の事務または事業に対し、その助成または財政
上の援助を与えるため交付する現金給付で、国庫負担金、国庫委託金、国庫補助金の
３つがあります。

国庫委託金…国の事務一部を市に委託する場合に交付されるもの

国庫負担金…事務事業の性質に応じて国がその一部または全部を負担するもの

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

222.3 255.7 222.8 199.3 203.0 198.4 306.6 

　　　　　　　　　するもの
　　　　　　（区画整理事業費補助金、文化財保存整備費国庫補助金など）

（５）市債

市債借入額の状況 （単位：億円）

　市債とは、市が行う特定の事務事業の財源として調達する借入金であり、その返済
が一会計年度を超えるものをいいます。
　市債の借入額は、平成16年度には、減税補てん債の借換えが約70億円増加したこと
などから、対前年度38億円ほど増加しました。平成17年度は、合併特例債で38億円増
加しましたが、減税補てん債の借換えがなくなったことから全体では約60億円の減少
となっています。平成21年度は(仮称)大分市総合社会福祉保健センター用地取得事業
などにより約37億円の増加となりました。

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

182.0 219.8 160.4 140.0 156.2 138.3 175.2 
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市債残高の推移 （単位：億円）

（１）行政目的別歳出の推移
（単位：億円）

２．歳出

　市債残高は、国の経済対策などによる公共事業の受入や住民税減税の実施に伴う減
税補てん債の発行および交付税の振替えに伴う臨時財政対策債の発行や都市基盤施設
など社会資本の整備に市債を活用してきたこと等により年々増加の一途をたどってき
ましたが、借入額の抑制や繰上償還により、平成16年度をピークに減少に転じていま
す。

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

2,018.8 2,102.3 2,096.9 2,068.7 2,036.5 1,980.1 1,948.1 

（単位：億円）

　歳出の行政目的別の推移を見ると、総額では平成21年度は対前年比で約122億円の増
加となっています。総務費が定額給付金事業の繰越により約49億円、民生費が(仮称)
大分市総合社会福祉センター用地購入や生活保護費、後期高齢者広域連合市町村負担
金、障がい者自立支援給付費の増等により約59億円の増加となっています。一方、土
木費は事業の完了や見直しにより約7億円、商工費が、企業立地推進助成金の減等によ
り約6億円の減少となっています。

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

155.9 150.7 188.5 164.3 157.6 177.5 225.8 

361.6 386.0 
411.0 415.2 437.7 447.9 

507.0 
120.2 118.7 

126.2 146.3 153.0 123.2 
122.3 

72.6 59.9 
69.1 66.4 62.0 69.7 

63.4 331.1 275.0 
240.6 244.7 229.7 194.9 

188.1 
46.0 

54.9 
54.5 62.6 51.0 54.3 

59.2 154.1 162.0 
157.3 155.6 161.9 161.1 

174.1 
179.9 292.4 210.2 211.0 228.9 232.2 

243.6 
11.5 

12.6 13.7 3.0 3.8 1.6 

0.5 
1,432.9 1,512.1 1,471.1 1,469.1 1,485.6 1,462.4 

1,584.0 

諸支出金

・災害復旧費
公債費

教育費

消防費

土木費

労働費・商工費

・農林水産業費
衛生費

民生費

議会費・総務費
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（２）性質別歳出の推移

（単位：億円）

　歳出の性質別の推移を見ると、義務的経費は扶助費の伸びが大きく、年々増加の傾
向にあります。投資的経費は普通建設事業の減にともない減少傾向にあり、平成20年
度は200億円を下回りましたが、平成21年度は213億6千万円の増加に転じています。

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

742.7 868.6 823.4 850.9 859.9 871.1 900.3 

289.5 248.1 223.9 240.4 241.7 192.6 213.6 

400.7 395.3 423.8 377.8 384.0 398.7 470.1 

1,432.9 1,512.1 1,471.2 1,469.1 1,485.6 1,462.4 
1,584.0 

その他

投資的経費

義務的経費

（３）義務的経費の状況

人件費の推移 （単位：億円）

　人件費は、平成12年度以降、各種手当の見直しや人員の削減など行政改革への取組
みにより減少していましたが、平成17年度は合併による職員増により21億円の増、平
成18年度は定年退職者及び早期勧奨退職者の増により約23億円増加しています。平成
21年度は職員数の減等により職員給与は減少しましたが、退職者の増加により退職手
当が約10億円増えたたため、決算額は前年度とほぼ同額でした。

義務的経費は、経常的に支出される経費で、人件費、扶助費、公債費がこれにあたります。
その推移は以下のとおりとなっています。

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

323.9 323.8 344.8 367.4 341.5 337.6 337.8 
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扶助費の推移
（単位：億円）

公債費の推移 （単位：億円）

　扶助費は、生活保護費や障がい者自立支援給付費等社会保障制度の一環として支出
される経費で、平成15年度以降年々増加傾向にあります。

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

238.9 252.4 268.4 272.5 289.5 301.3 318.9 

プライマリーバランスの推移
（単位：億円）

　公債費は、市が借り入れをした借金（市債）の償還金で、近年の経済対策等により
多額の市債の借り入れを行ってきたため増加傾向にあり、市の財政運営上の負担が大
きくなってきています。
　なお、平成16年度は減税補てん債の借換債が約74億円あったことなどから大きく伸
びています。平成21年度は公的資金補償金免除繰上償還等により約9億円増加していま
す。

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

179.9 292.4 210.2 211.0 228.9 232.2 243.6 

32.8

111.4
99.6

119.0
130.6

140.9

118.8

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

140.0

160.0

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

-7-



○プライマリーバランス＝（歳入－市債収入）－（歳出－公債費）

（４）投資的経費の状況

（単位：億円）

　プライマリーバランスとは、市債の借り入れによる借金を除いた基礎的な財政収支
のことで、歳入全体から市債収入を除いたものと歳出全体から公債費を除いたものの
差のことをいいます。これが、ゼロで均衡していれば、行政サービスに必要な支出を
税金等で賄えていることになります。一方、赤字の場合は税金等だけでは賄うことが
できないため、市債の借り入れによる借金で赤字を補てんしている状態で、将来の世
代につけを回していることになります。大分市のプライマリーバランスの推移を見て
みると、平成15年度以降黒字を保っています。

289.0 243.5 211.0 238.1 238.4 191.5 213.6 

0.5
4.6

12.8
2.3 3.3

1.1

災害復旧費等

普通建設事業

※普通会計の平成１６年度の財政指数は、合併前の旧佐賀関町
及び旧野津原町における平成１６年４月１日から同年１２月３１日
までの分を加算した数値により算出し、平成１５年度以前の数値
は合併前の大分市単独の数値により算出しています。

（１）財政力指数の推移

１．財政力指数

Ⅱ財政指標（普通会計）

　投資的経費は、普通建設事業費と災害復旧費等です。普通建設事業費とは、道路、公
園、消防施設、学校等文教施設や公営住宅などの新増設等の建設事業に係る経費です。
　平成21年度については、前年度に比べ約22億円の増加となっています。

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

0.852 
0.830 

0.853 

0.890 
0.922 

0.940 0.933 

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度
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（２）財政力指数の状況（人口40万人台の中核市　上位10市）

　大分市の財政力指数の推移をみると、平成16年度以降は上昇傾向にあります。これ
は、福祉関係をはじめとする行政サービスに係る経費は増加しているものの、三位一
体改革に伴なう税源移譲等により基準財政収入額が増加していることによるもので
す。また、中核市のうち人口規模が大分市と同程度の40万人台の14市で比較すると2番
目、中核市41市では第9番目の位置にあります。

　財政力指数とは、地方公共団体の財政基盤の強弱を示す指数で、標準
的な行政活動に必要な財源をどれくらい自力で調達できるかを表します。
基準財政収入額を基準財政需要額で除した数値で、通常過去３ヵ年の平

豊田市 大分市 倉敷市 西宮市 福山市 横須賀市 岐阜市 高松市 富山市 金沢市

1.811 0.933 0.923 0.893 0.890 0.876 0.870 0.843 0.810 0.807 

財政力指数

　　・清掃工場の売電事業（電気事業）
　　・区画整理事業（保留地処分事業）

　を差し引き
　　・財産区特別会計
　　・土地取得特別会計
　　・住宅新築資金等貸付事業特別会計
　　・母子寡婦福祉資金貸付事業特別会計
　　・大分市下郡土地区画整理清算事業特別会計
　　・大分市三佐土地区画整理清算事業特別会計
　　・大分市坂ノ市土地区画整理清算事業特別会計
　を合わせ、会計間の重複を調整したものです。

大分市の普通会計は、一般会計から

　　・高崎山観光事業（繰上償還にかかる公債費のみ）

　　・高崎山海岸線総合整備事業（臨海土地造成事業）

　普通会計とは、決算統計上用いられる会計区分で、公営事業会計以外
の会計をまとめたものをいいます。個々の団体によって同じ事業でも一般
会計で経理している場合と特別会計で経理している場合があるため、地方
公共団体間の財政比較が容易に行えるよう調整を行った会計です。

基準財政収入額を基準財政需要額で除した数値で、通常過去３ヵ年の平
均値を指します。この数値が１に近くあるいは１を超えるほど財源に余裕が
あるものとされています。この単年度数値が１以上の団体には普通交付税
が交付されません。

普通会計
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（１）経常収支比率の推移 （単位：％）

※（　）は減税補てん債、臨時財政対策債を除く

（２）経常収支比率の状況（人口40万人台の中核市　上位10市）
（単位：％）

２．経常収支比率

豊田市 高松市 福山市 富山市 倉敷市 金沢市 岐阜市 宮崎市 大分市 長崎市

81.1 87.2 88.9 89.5 89.7 89.9 91.6 92.1 93.8 96.2 

87.8

89.8
88.4

90.2

93.4 94.1 93.8

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

(100.2)(98.8)(98.2)

(94.7)

(93.5)
(97.0)

（１）公債費比率及び実質公債費比率の推移

３．公債費比率及び実質公債費比率

　経常収支比率は、自主的・主体的に使える市税や普通交付税などの財源を、人件費や扶
助費、公債費など経常的に支出する経費にどれくらい充てているかを示す指標です。財政
の健全性を表し、都市にあっては70％から80％にあるのが望ましく、80％を超えると投資
的経費に充てる財源が少なくなり財政構造の弾力性が失われつつあるといわれています。
　大分市の経常収支比率は平成8年度以降、80％を超えて推移していましたが、平成18年
度以降は90％を超えています。また、人口規模が40万人台の中核市14市のうちでは9番
目、中核市41市では26番目の位置となっています。

（単位：％）

16.9 17.2 16.4 16.6 17.0 16.5 16.5

14.9 
14.4 12.0 12.0 12.0 

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

公債費比率 実質公債費比率

豊田市 高松市 福山市 富山市 倉敷市 金沢市 岐阜市 宮崎市 大分市 長崎市
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（２）公債費比率の状況（人口40万人台の中核市　上位10市）
（単位：％）

（算定式）

A :  当該年度の普通会計に係る元利償還金
B :  元利償還金に充てられた特定財源
C :  普通交付税の額の基準財政需要額に算入された地方債の元利償還金
Ｄ :  標準財政規模

　公債費比率は、21年度決算は20年度決算数値と同じでした。また、人口規模が40万
人台の中核市14市のうちでは9番目、中核市41市では32番目の位置となっています。

公債費比率＝
Ａ－（Ｂ＋Ｃ）

Ｄ－Ｃ
×100

   公債費比率とは、自主的・主体的に使える市税などの一般財源をどれくらい
市債の返済に充てているかを表しています。一般的には、15％を超すと注意、
20％を超すと危険といわれております。

豊田市 倉敷市 東大阪市 岐阜市 横須賀市 福山市 富山市 高松市 大分市 西宮市

4.7 
10.9 12.4 12.5 14.0 14.2 14.9 14.9 16.5 16.5 

公債費比率

Ｄ :  標準財政規模
 

（３）実質公債費比率の状況（人口40万人台の中核市　上位10市）
（単位：％）

（算定式）

A :  地方債の元利償還金（繰上償還等を除く）
B :  地方債の元利償還金に準ずるもの
Ｃ :  元利償還金等に充てられる特定財源
Ｄ :  普通交付税の額の基準財政需要額に算入された地方債の元利償還金
Ｅ :  標準財政規模

 

（Ａ＋Ｂ）－（Ｃ＋Ｄ）
Ｅ－Ｄ

　　実質公債費比率は、21年度は20年度決算数値と同じとなり、人口規模が40万人台の中核
　市14市のうちでは8番目、中核市41市では26番目の位置となっています。

　平成18年度より、地方債許可制度が協議制度に移行したことに伴ない導入さ
れた財政指標であり、従来の起債制限比率に反映していなかった公営企業等
の公債費への繰出金や債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの
等、公債費類似経費を算入しています。

×100＝
（３か年平均）

実質公債費比率

豊田市 横須賀市 岐阜市 福山市 東大阪市 金沢市 西宮市 大分市 倉敷市 宮崎市

3.4 5.2 7.3 8.5 8.6 9.1 11.8 12.0 12.5 12.6 

実質公債費比率
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（単位：億円）

４基金残高の推移

　基金残高は、平成21年度は179億6千万円になっています。財政調整基金等主要三基
金の状況は年々減少傾向でしたが、今年度は約3億円増加しました。その他の基金（20
基金）の主なものは、福祉振興基金や地域づくり推進基金、土地基金などです｡

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

137.9 145.3 151.5 127.1 100.9 96.6 100.0 

55.7 40.8
80.3

78.8
78.7 78.8 79.6

193.6
186.1

231.8
205.9

179.6 175.4 179.6

その他の基金
財政調整基金等主要三基金

（単位：億円）

　地方公共団体の財政は、経済不況等による税収の落ち込みがあったり、災害の発生
等により思わぬ支出を余儀なくされることがあります。このような事態にそなえ、長
期的な視野に立った計画的な財政運営を行うために、財源に余裕のある年度に基金と
して積み立てをしておく必要があります。このように、年度間の財源調整として活用
するために積み立てられた基金が、財政調整基金、減債基金、市有財産整備基金で
す。21年度はこれらを3億円積立てました。なお21年度末の残高は、100億円となって
います。

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

46.7 48.2 50.8 43.4 31.8 28.2 31.4 

26.5 31.5 35.1 
25.0 

15.2 15.3 15.3 

64.7 
65.6 65.6 

58.7 

53.9 53.1 53.3 

財政調整基金

減債基金

市有財産整備基金

100.0100.9

151.5145.3
137.9

96.6

127.1
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（算定式）

○実質赤字額＝繰上充用額＋（支払繰延額＋事業繰越額）
○標準財政規模：地方財政法に規定する標準的な規模の収入の額として算定した額
○一般会計等：一般会計及び特別会計の一部（土地取得、住宅新築資金等貸付事業、

５健全化判断比率

実質赤字比率　＝
一般会計等の実質赤字額

標準財政規模

　財政健全化法につきましては、夕張市の財政破綻を機に議論が進み、平成19年6月に国
会で可決成立し、6月22日に公布されました。これにより平成19年度決算より一部施行と
なり、４つの指標を公表しております。
　４つの指標のうち１つでも早期健全化基準以上になった場合、財政健全化計画を策定
する必要があります。その計画は議決と、県知事への報告が必要であり、また取り組み
状況を市民に公表しなければなりません。
　また、財政状況がさらに悪化して、３つの指標のうち１つでも財政再生基準以上と
なった場合は、財政再生計画を健全化計画と同様に策定・議決・公表し、総務大臣に報
告する必要があります。

   実質赤字比率とは、標準財政規模に対する、一般会計等の歳入総額から歳
出総額を差し引いた赤字額の比率です。

× 100

実質赤字比率
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○早期健全化基準：１１．２５％
○財政再生基準：２０％

※平成21年度は収支が黒字でしたので、比率はありません

（算定式）

○連結実質赤字額：次のA+Bの合計額がＣ＋Ｄの合計額を超える場合の当該超える額

Ｃ：

Ｄ：公営企業の特別会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額

○一般会計等：一般会計及び特別会計の一部（土地取得、住宅新築資金等貸付事業、
　母子寡婦福祉資金貸付事業、下郡土地区画整理清算事業、三佐土地区画整理清算
　事業、坂ノ市土地区画整理清算事業特別会計）

   連結実質赤字比率とは、水道会計等を含めた全会計を対象とした実質赤字
額の標準財政規模に対する比率です。

Ａ：一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質赤字を生じた会計の実質赤
　　字の合計額
Ｂ：公営企業の特別会計のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の不足額の合計
　　額

○実質黒字額：歳入（繰上充用額、支払繰延額及び事業繰越額を除く）が歳出を超える場
　　　　　　　　　　合の当該超える額

× 100
連結実質赤字額（（Ａ＋Ｂ）－（Ｃ＋Ｄ））

標準財政規模

一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質黒字の合計
額

連結実質赤字比率　＝

連結実質赤字比率
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○早期健全化基準：１６．２５％
○財政再生基準：３０％（平成２１度決算は経過措置で４０％を適用）

※平成21年度は収支が黒字でしたので、比率はありません

１１ページ参照

○早期健全化基準：２５％
○財政再生基準：３５％

※平成21年度は１２．０％

（算定式）

   将来負担比率とは、一般会計等が将来負担すべき実質的な負債（将来負担
額）の標準財政規模に対する比率

○対象となる会計：一般会計及び各特別会計（国民健康保険・老人保健・交通災害共済
　 事業・介護保険特別会計）、公営企業会計（水道事業会計、公共下水道事業・公設地
　 方卸売市場事業・農業集落排水事業特別会計）

将来負担比率　＝

実質公債費比率

将来負担比率
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【将来負担額の内容】
Ａ：一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高
Ｂ：債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第５条各号の経費等に係るもの）

Ｇ：連結実質赤字額
Ｈ：組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額

【将来負担額から控除されるもの】
Ｉ：Ａ～Ｆに充当することができる地方自治法第２４１条の基金
Ｊ：特定財源見込額
Ｋ：地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額

○早期健全化基準：３５０％
○財政再生基準：なし

※平成21年度は119.5％

Ｆ：地方公共団体が設立した一定の法人の負債の額、その者のために債務を負担して
　　　いる場合の当該債務の額のうち、当該法人等の財務・経営状況を勘案した一般会計
　　　等の負担見込額

○対象となる会計：一般会計等、各特別会計（連結実質赤字比率の対象に後期高
　齢者医療特別会計を加えたもの）、公営企業会計、一部時事務組合、広域連合
　、地方公社、第三セクター等

× 100

Ｃ：一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの繰入見込
　　　額
Ｄ：当該団体が加入する組合等の地方債の元金償還に充てる当該団体からの負担等
　　　見込額
Ｅ：退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち、一般会計等の負担
　　　見込額

標準財政規模－元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額
将来負担額－充当可能財源等

将来負担比率　＝
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